
議案第５４号

　(４)  主要な建設改良事業　　　　　下水道施設統合事業、処理場設備・マンホールポンプ設備更新事業

　(１)  接続戸数　　　　　　　　　　　　　　　　６，８９２戸

　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　１，２３１，８７２千円

　(２)  年間総排水量　　　　　　　　　　１，９０２，３５５㎥

令和７年度飛騨市下水道事業会計予算

第１条　令和７年度飛騨市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　（総則）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　８８，０７２千円

　(３)  一日平均排水量　　　　　　　　　　　　　５，２１２㎥

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、委託費４,４００千円の財源にあてるため、企業債４，４００千円

　　　　　　　　　　　　　　収　　入

　を借り入れる。

　第１款　下水道事業収益　　　　　　　　　１，３２３，８６４千円

　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　３６３，４１４千円

　　第２項　営業外収益　　　　　　　　　　　　９６０，４５０千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　出　　　　　　　　　　　　　

　第１款　下水道事業費用　　　　　　　　　１，３２３，８６４千円

　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　２１０千円

　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　３，７１０千円
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古川地区下水道施設統合事業
公営企業会計支援事業

１０３，２００千円
証書借入

又は
証券発行

起債の方法

　政府資金についてはその融資条件により、
銀行その他の場合にはその債権者と協定によ
るものとする。ただし、企業財政その他の都
合により据置期間及び償還期限を短縮し、若
しくは繰上償還又は低利債に借換することが
できる。

　　　４．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率見直しを行った後においては
当該見直し後の利率）

利率 償還の方法限度額起債の目的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３５４，４５２千円は、

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額１１，２０６千円、当年度分損益勘定留保資金３４３，２４６千円で補填するものとする。）。　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　収　　入

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　第１項　建設改良費　　　　　　　　　　　１４２，２８６千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　出　　　　　　　　　　　　　

　第１款　資本的支出　　　　　　　　　　　　７６１，５３３千円

　第１款　資本的収入　　　　　　　　　　　　４０７，０８１千円

　　第３項　負担金　　　　　　　　　　　　　　　７，０２１千円

　　第10項　基金取崩収入　　　　　　　　　　　３６，５３８千円

　（企業債）

　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　９８，８００千円

　　第２項　出資金　　　　　　　　　　　　　２５２，７２２千円

　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　６１９，２４７千円

　　第５項　補助金　　　　　　　　　　　　　　１２，０００千円
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第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

　（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

飛騨市長 　都　竹　 淳　也　　　　　　　　

　用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　　令和７年２月２５日提出

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流

第９条　他会計からこの会計へ負担金を受ける金額は、６５１，４８２千円である。

　（１）職員給与費　　　　　　５１，４０２千円

　（他会計からの負担金）
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　収　入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 下水道事業収益 1,323,864

  １ 営業収益 363,414

  １ 下水道使用料 363,414

  ２ 営業外収益 960,450

 １ 受取利息 437

 ４ 一般会計負担金 644,461

 ７ 長期前受金戻入 309,752

 ８ 受益者負担金 1,000

 ９ 受益者分担金 4,424

 10 加入金 300

  90 雑収益 76

　支　出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 下水道事業費用 1,323,864

  １ 営業費用 1,231,872

  １ 管渠費 17,622

 ２ ポンプ場費 89,402

  ３ 処理場費 376,697

  ５ 総係費 83,947

  ６ 減価償却費 658,422

  ７ 資産減耗費 5,782

  ２ 営業外費用 88,072

   １ 支払利息 86,635

   ２ 支払消費税及び地方消費税 1,000

 ３ 雑支出 437

  ３ 特別損失 210

   ３ 過年度損益修正損 210

  ４ 予備費 3,710

   １ 予備費 3,710

令和７年度 飛騨市下水道事業会計 予算実施計画

収益的収入及び支出
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　収　入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 資本的収入  407,081

  １ 企業債 98,800

 １ 建設改良企業債 98,800

  ２ 出資金 252,722

   １ 出資金 252,722

  ３ 負担金 7,021

   １ 一般会計負担金 7,021

  ５ 補助金 12,000

 １ 国庫補助金 12,000

  10 基金取崩収入 36,538

 １ 基金取崩収入 36,538

　支　出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 資本的支出  761,533

  １ 建設改良費 142,286

 １ 管渠事業費 30,000

   ２ ポンプ場事業費 12,086

 ３ 処理場事業費 100,200

  ２ 企業債償還金 619,247

   １ 企業債償還金 619,247

資本的収入及び支出

- 5 -



 当年度純利益（△は損失） 14,230,000

 減価償却費 658,422,000

 減損損失 0

 災害による損失 0

 賞与等引当金の増減額（△は減少） 315,000

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 30,000

 受取利息及び受取配当金 △ 437,000

 長期前受金戻入 △ 309,752,000

 支払利息 86,635,000

 有形固定資産売却損益（△は益） 0

 未収金の増減額（△は増加） △ 55,341,371

 未払金の増減額（△は減少） 82,235,600

 たな卸資産の増減額（△は増加） 0

 前払金の増減額（△は増加） 0

 引当金の増減額（△は減少） 0

 前受金の増減額（△は減少） 0

 預り金の増減額（△は減少） 0

 繰延勘定償却 0

 固定資産除却費 5,782,000

 その他流動資産の増減額（△は増加） 0

 その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　　　　　　小     計 482,119,229

 利息及び配当金の受取額 437,000

 利息の支払額 △ 86,635,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 計 395,921,229

（単位：円）

令和７年度 飛騨市下水道事業 当初予算キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
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 有形固定資産の取得による支出 △ 129,358,000

 有形固定資産の売却による収入 0

 無形固定資産の取得による支出 0

 無形固定資産の売却による収入 0

 国庫県補助金による収入 10,909,000

 一般会計からの繰入金による収入 6,083,000

 基金取崩による収入 36,538,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー 計 △ 75,828,000

 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 98,800,000

 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 611,167,000

 その他の企業債による収入 0

 その他の企業債の償還による支出 △ 8,080,000

 他会計からの出資による収入 252,722,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 計 △ 267,725,000

52,368,229

157,363,901

209,732,130 Ⅵ 資金期末残高

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 Ⅳ 資金増加額（又は減少額）

 Ⅴ 資金期首残高
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１．一　般　職
　　（１）　総　　　括

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 7 3,898 20,642 18,735 43,275 8,127 51,402

前 年 度 7 1,684 22,064 15,438 39,186 7,316 46,502

比 較 0 2,214 △ 1,422 3,297 4,089 811 4,900

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 816 530 808 720

前 年 度 636 548 808 525

比 較 180 △ 18 0 195

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 623 6,752 5,408 395 2,683

前 年 度 623 5,029 4,389 355 2,525

比 較 0 1,723 1,019 40 158

給　与　費　明　細　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(0)

5
20,642 15,296 35,938 7,461 43,399

前 年 度
(1)

5
22,064 14,805 36,869 6,722 43,591

比 較
(△1)

0
△ 1,422 491 △ 931 739 △ 192

(  )内は、外書きで再任用職員を表す

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 816 393 808 720

前 年 度 636 548 808 525

比 較 180 △ 155 0 195

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 623 4,706 4,152 395 2,683

前 年 度 623 4,684 4,101 355 2,525

比 較 0 22 51 40 158

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　　イ　会計年度任用職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(2)

0
3,898 3,439 7,337 666 8,003

前 年 度
(1)

0
1,684 633 2,317 594 2,911

比 較
(1)

0
2,214 2,806 5,020 72 5,092

(  )内は、外書きでパートタイム会計年度任用職員を表す

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 137

前 年 度 0

比 較 137

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 2,046 1,256

前 年 度 345 288

比 較 1,701 968

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分

- 10 -



　　（２）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

(千円) (千円)

給　　　料 △ 1,422 制度改正に伴う増加分 57 (１人) 57 平均昇給率

定期昇給に伴う増加分 451 (２人) 451 昇 給 月

職 員 数

その他の増減分 △ 1,930 退 職 (１人) △ 2,646

昇 格 (２人) 716

職員手当 491 制度改正に伴う増加分 120 120

定期昇給に伴う増加分 307 307

その他の増減分 64 退 職 △ 803

昇 格 492

支給対象異動 375

2

区　　　分
増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳

説 明 備 考

6.84%

1月

- 11 -



　　（３）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の状況

      ア　職員１人当たり給与

      イ　初 任 給 （単位：円）

大 学 卒 220,000

短 大 卒 204,400 204,400

220,000

高 校 卒 188,000

技能労務職

国 の 制 度

行政職(一) 福  祉  職
医　　　療　　　職

行政職(二)
医療(二) 医療(三)

188,000

平 均 給 与 月 額 (円)

区 分 行　政　職 福  祉  職
医　　　療　　　職

医療技術 保 健 師

令和６年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 315,100

平 均 年 齢 (歳) 48.0

351,405

平 均 給 与 月 額 (円) 387,246令和７年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 343,260

平 均 年 齢 (歳) 45.9

区 分 行　政　職 福 祉 職
医　　　療　　　職

技能労務職
医療技術 保 健 師
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      ウ　級 別 職 員 数

職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）

７　　級

６　　級 1 20.0

５　　級

４　　級 3 60.0

３　　級

２　　級

１　　級 1 20.0

計 5 100.0

７　　級

６　　級 1 16.7

５　　級

４　　級
（１）

1
33.3

３　　級 2 33.3

２　　級

１　　級 1 16.7

計
（１）

５
100.0

（ ）内は、外書きで再任用職員を表す

　　　（級別の基準となる職務内容）

７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部長･所長 部長･所長･参事 課　長 課長補佐 係長・主査 主　　任 主　　事

技能労務職
区　　　　　　　分 級

行　　　政　　　職 福　　祉　　職 医療職（保健師）

区　　分

行　政　職

令和６年４月１日現在

医療職（医療技師）

令和７年４月１日現在
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      エ　昇 給

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

職 員 数 (A) (人) 5 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 80.0 80.0

職 員 数 (A) (人) 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 66.7 66.7

代 表 的 な 職 種

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計
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　オ　期末手当 ・ 勤勉手当

（ ）内は、再任用職員を表す

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

あ

　　　(月分)

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考
６月(月分) 12月(月分)

前 年 度
（１．１７５）

２．２５０
（１．１７５）
２．２５０

（２．３５）
４．５０

有

本 年 度
（１．２００）

２．３００
（１．２００）
２．３００

（２．４０）
４．６０

有

区 分
20年勤続の者

あ

　　　(月分)

25年勤続の者
あ

　　　(月分)

35年勤続の者
あ

　　　(月分)

最 高 限 度
あ

　　 (月分)
その他の加算措置等

国 の 制 度
（１．２００）

２．３００
（１．２００）
２．３００

（２．４０）
４．６０

有

退 職 時
特別昇給

備 考

支 給 率 等 定年前早期退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

国 の 制 度
あ

（支 給 率 等）
定年前早期退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
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　キ　特殊勤務手当

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）

　ク　その他の手当

同　　　　　　じ

同　　　　　　じ

住 居 手 当

通 勤 手 当

同　　　　　　じ

扶 養 手 当

差　　　異　　　の　　　内　　　容区 分 国 の 制 度 と の 異 同

無

区 分 全 職 種

代表的な特殊勤務手当の名称

代 表 的 な 職 種

（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）
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１ 固定資産

（１）有形固定資産

 （イ）土地 324,340,259

 （ロ）建物 894,963,024

　　　　減価償却累計額 △ 63,697,303 831,265,721

 （ハ）構築物 16,566,904,968

　　　　減価償却累計額 △ 1,098,012,546 15,468,892,422

 （ニ）機械及び装置 788,853,878

　　　　減価償却累計額 △ 213,578,151 575,275,727

 （ホ）車両及び運搬具 1,030,646

　　　　減価償却累計額 0 1,030,646

 （へ）工具器具及び備品 195,928

　　　　減価償却累計額 0 195,928

 （ト）建設仮勘定 32,582,000

　有形固定資産合計 17,233,582,703

（２）無形固定資産

 （イ）その他無形固定資産 53,718,730

53,718,730

（３）投資その他の資産

 （イ）下水道事業整備基金 254,366,935

254,366,935

 固定資産合計 17,541,668,368

２ 流動資産

（１）現金預金 209,732,130

（２）未収金 85,994,327

 　　　貸倒引当金 △ 102,000 85,892,327

（３）貯蔵品 0

（４）有価証券 0

 流動資産合計 295,624,457

資産合計 17,837,292,825

令和７年度 飛騨市下水道事業 予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

（単位：円）

【 資産の部 】
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３ 固定負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 3,945,903,979

　(ロ) その他の企業債 90,470,000

　企業債合計 4,036,373,979

（２）引当金

　(イ) その他引当金 0

　引当金合計 0

 固定負債合計 4,036,373,979

４ 流動負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 574,824,108

　(ウ) その他の企業債 7,906,000

　企業債合計 582,730,108

（２）未払金 199,659,190

（３）前受金 0

（４）預り金 5,000,000

（５）引当金

　(イ) 賞与引当金 3,955,000

　(ロ) 法定福利費引当金 680,000

　引当金合計 4,635,000

（５）その他流動負債

　(イ) 預り有価証券 0

　その他流動負債合計 0

 流動負債合計 792,024,298

５ 繰延収益

（１）長期前受金 8,547,496,220

（２）収益化累計額 △ 652,733,000

 繰延収益合計 7,894,763,220

負債合計 12,723,161,497

【 負債の部 】
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６ 資本金 4,759,193,069

７ 剰余金

（１）資本剰余金

 （イ）国庫補助金 0

 （ロ）県補助金 0

  (ハ）受益者負担金 0

 （ニ）受益者分担金 0

 （ホ）その他資本剰余金 324,340,259

　資本剰余金合計 324,340,259

（２）利益剰余金

 （イ）減債積立金 0

 （ロ）建設改良積立金 0

  (ハ）未処分利益剰余金

　　 ① 前年度繰越利益剰余金 0

　　 ② その他未処分利益剰余金変動額 16,368,000

　　 ③ 当年度純利益　 14,230,000

　 当年度未処分利益剰余金合計 30,598,000

　利益剰余金合計 30,598,000

 剰余金合計 354,938,259

資本合計 5,114,131,328

負債資本合計 17,837,292,825

【 資本の部 】
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 (４) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当該事業年度末における支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月

　　　から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　　　ヶ月分）を計上している。

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　３．消費税の会計処理

　　　　　　工具器具及び備品

　　　　定額法による。

 (２) 無形固定資産

　　　　　主な耐用年数

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４

 (１) 退職給付引当金

 (２) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の実績等による回収不能見込額を計上している。

 (３) 賞与引当金

　　　　　　ソフトウエア等

　２．引当金の計上方法

　　　　職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担する

　　　こととなっているため、退職給付引当金は計上していない。

５年

  ５年～  ６年

　　　　　　構築物

　　　　　　機械及び装置

　　　　　　車両及び運搬具

注 記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　　　　定額法による。

　１．固定資産の減価償却の方法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物

 (１) 有形固定資産

１５年～５０年

１５年～５０年

  ９年～２０年

  ４年～  ７年
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当年度（自：令和７年４月１日　至：令和８年３月３１日）

　１.引当金の目的使用による取り崩し
　（１）賞与引当金
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため３，６２０，０００円を取り崩すことを見込んでいる。
　（２）法定福利費引当金
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金７００，０００円を取り崩すことを見込んでいる。　
　（３）貸倒引当金
　　　当年度において、債権の不納欠損の損失のため、貸倒引当金７２，０００円を取り崩すことを見込んでいる。

18,132

△ 855,245

12,723,161

17,837,293

129,350

　中山間地域における汚水を処理する事業　簡易排水事業

　公共下水道事業

　特定環境保全公共下水道事業

　農業集落排水事業

　　　下水道会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処理事業、及び個別排水処理事業

　　を運営しており、それぞれ運営方針等を決定していることから、当該６事業を報告書セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

△ 113,442 △ 227,621 △ 41,538 △ 5,290 △ 14,949

　２．各報告セグメントごとの営業収益等

　個別排水処理事業

事業の内容セグメント区分

  小規模な集合排水処理施設により汚水を処理する事業

  個別に設置した浄化槽等により汚水を処理する事業

　小規模集合排水処理事業

5,659 19,472

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１．企業債の償還に係る他会計の負担等

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、飛騨市一般会計が負担すると見込

　　まれる額は８２９，８３５千円である。

Ⅲ．セグメント情報

　１．各報告セグメントの概要

  市街地から排出される下水を排除し処理する事業

　市街地周辺地区から排出される下水を排除し処理する事業

　農村地区から排出される汚水を処理する事業

277,981 42,975

50,360 1,43720,068

単位：千円

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業

農 業 集 落
排 水 事 業

簡 易 排 水
事 業

小 規 模 集 合
排水処理事業

個 別 排 水
処 理 事 業 合　　計

1,185,625

9343,758

369 4,523 330,380

902

6,882 7,089 3,106 727

8,412 1,160

24,6371,326,360 2,576,560 464,513 31,230

0

1,830,641 3,552,833 709,879 43,377 60,389

133,510

111,546　有形固定資産増加額

　営業収益

　営業費用

　営業損益

　経常損益

　セグメント資産

　セグメント負債

公 共 下 水 道
事 業

253,623

706,028

△ 452,405

2,966

11,640,174

8,299,861

Ⅳ．その他
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(単位：円)

１ 営業収益
（１）下水道使用料 332,901,000
（２）その他営業収益 357,000 333,258,000
２ 営業費用
（１）管渠費 19,059,000
（２）ポンプ場費 80,553,000
（３）処理場費 346,766,000
（４）総係費 81,040,000
（５）減価償却費 737,990,000
（６）資産減耗費 0 1,265,408,000
　　　　営業損失 932,150,000
３ 営業外収益
（１）受取利息 163,000
（２）一般会計負担金 702,547,000
（３）長期前受金戻入 342,981,000
（４）受益者負担金 1,331,000
（５）受益者分担金 13,076,000
（６）加入金 300,000
（７）雑収益 130,000 1,060,528,000
４ 営業外費用
（１) 支払利息 97,457,000
（２) 雑支出 452,000 97,909,000 962,619,000
　　　　経常利益 30,469,000
５ 特別利益
（１）固定資産売却益 0
（２）過年度損益修正益 0 0
６ 特別損失
（１）固定資産売却損 0
（２）過年度損益修正損 192,000
（３）その他特別損失 9,609,000 9,801,000 △ 9,801,000
７ 予備費
（１）予備費 4,300,000 4,300,000 △ 4,300,000
　　　　当年度純利益 16,368,000
　　　　前年度繰越利益剰余金 0
　　　　その他未処分利益剰余金変動額 0
　　　　当年度未処分利益剰余金 16,368,000

令和６年度 飛騨市下水道事業 予定損益計算書
(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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１ 固定資産

（１）有形固定資産

 （イ）土地 324,340,259

 （ロ）建物 894,963,024

　　　　減価償却累計額 △ 32,397,303 862,565,721

 （ハ）構築物 16,468,783,968

　　　　減価償却累計額 △ 558,864,546 15,909,919,422

 （ニ）機械及び装置 788,853,878

　　　　減価償却累計額 △ 141,046,151 647,807,727

 （ホ）車両及び運搬具 1,030,646

　　　　減価償却累計額 0 1,030,646

 （へ）工具器具及び備品 195,928

　　　　減価償却累計額 0 195,928

 （ト）建設仮勘定 7,127,000

　有形固定資産合計 17,752,986,703

（２）無形固定資産

 （イ）その他無形固定資産 69,160,730

69,160,730

（３）投資その他の資産

 （イ）下水道事業基金 290,904,935

290,904,935

 固定資産合計 18,113,052,368

２ 流動資産

（１）現金預金 157,363,901

（２）未収金 30,652,956

 　　　貸倒引当金 △ 72,000 30,580,956

（３）貯蔵品 0

（４）有価証券 0

 流動資産合計 187,944,857

資産合計 18,300,997,225

令和６年度 飛騨市下水道事業 予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

（単位：円）

【 資産の部 】
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３ 固定負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 4,432,249,087

 （ロ）その他の企業債 90,644,000

　企業債合計 4,522,893,087

（２）引当金

　(イ) その他引当金 0

　引当金合計 0

 固定負債合計 4,522,893,087

４ 流動負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 608,752,000

 （ロ）その他の企業債 7,906,000

　企業債合計 616,658,000

（２）未払金 117,423,590

（３）前受金 0

（４）預り金 5,000,000

（５）引当金

　(イ) 賞与引当金 3,620,000

　(ロ) 法定福利費引当金 700,000

　引当金合計 4,320,000

（５）その他流動負債

　(イ) 預り有価証券 0

　その他流動負債合計 0

 流動負債合計 743,401,590

５ 繰延収益

（１）長期前受金 8,530,504,220

（２）収益化累計額 △ 342,981,000

 繰延収益合計 8,187,523,220

負債合計 13,453,817,897

【 負債の部 】
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６ 資本金 4,506,471,069

７ 剰余金

（１）資本剰余金

 （イ）国庫補助金 0

 （ロ）県補助金 0

  (ハ）受益者負担金 0

 （ニ）受益者分担金 0

 （ホ）その他資本剰余金 324,340,259

　資本剰余金合計 324,340,259

（２）利益剰余金

 （イ）減債積立金 0

 （ロ）建設改良積立金 0

  (ハ）未処分利益剰余金

　　 ① 前年度繰越利益剰余金 0

　　 ② その他未処分利益剰余金変動額 0

　　 ③ 当年度純利益　 16,368,000

　 当年度未処分利益剰余金合計 16,368,000

　利益剰余金合計 16,368,000

 剰余金合計 340,708,259

資本合計 4,847,179,328

負債資本合計 18,300,997,225

【 資本の部 】
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　収　入 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 下水道事   1,323,864 1,435,258 △ 111,394  

　　業収益  １ 営業収益  363,414 366,545 △ 3,131  

   １ 下水道使用料 363,414 366,188 △ 2,774  

      １ 下水道使用料 363,414

   ３ その他営業収益 0 357 △ 357  

      １ 手数料 0

  ２ 営業外収益  960,450 1,068,713 △ 108,263  

  　  １ 受取利息 437 163 274  

  　    １ 預金利息等 437  基金利息

  　  ４ 一般会計負担金 644,461 710,725 △ 66,264  

 １ 一般会計負担金 644,461  下水道事業負担金、石神用水清流発電所収益

 ７ 長期前受金戻入 309,752 342,981 △ 33,229

 １ 国庫補助金 94,945  国庫補助金収益化

 ２ 県補助金 76,446  県補助金収益化

 ３ 受益者負担金及び分担金 23,951  受益者負担金及び分担金収益化

 ４ 受贈財産評価額 4,856  受贈財産評価額収益化

 90 その他長期前受金 109,554  他会計負担金収益化

 ８ 受益者負担金 1,000 1,331 △ 331

 １ 受益者負担金 1,000  古川町負担金

 ９ 受益者分担金 4,424 13,076 △ 8,652  

 １ 受益者分担金 4,424  神岡町分担金

 10 加入金 300 300 0  

    １ 加入金 300

 90 雑収益 76 137 △ 61  

    90 その他雑収益 76  督促手数料、検針機器貸出料

令和７年度 飛騨市下水道事業会計 予算説明書

（ 収益的収入及び支出 ）

款 項 目 比 較
節

説　　　明
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　支　出 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 下水道事   1,323,864 1,433,213 △ 109,349  

　　業費用  １ 営業費用  1,231,872 1,320,603 △ 88,731  

   １ 管渠費 17,622 20,956 △ 3,334  

      10 備消品費 990  消耗品費

       16 委託料 3,652  管渠設備点検、調査委託料他

       18 賃借料 5  土地借上料

 19 修繕費 10,575  管渠施設修繕費

       23 路面復旧費 2,400

   ２ ポンプ場費 89,402 88,599 803  

      11 燃料費 100  自家発電機用燃料費（軽油）

       14 通信運搬費 2,556  マンホールポンプ施設通信回線使用料

       16 委託料 71,170  マンホールポンプ維持管理・点検業務委託料

       19 修繕費 4,886  マンホールポンプ修繕料

       22 動力費 10,690  マンホールポンプ電気料

   ３ 処理場費 376,697 391,283 △ 14,586  

      10 備消品費 2,324  消耗品費

       11 燃料費 1,097  処理場燃料費他

       12 光熱水費 876  処理場光熱水費

       14 通信運搬費 867  処理場通信運搬費

 16 委託料 255,423  処理場維持管理・点検業務委託料他

 17 手数料 1,050  処理場法定検査（浄化槽）

       19 修繕費 30,025  処理場修繕料

 22 動力費 72,930  処理場動力費

 24 薬品費 11,660  処理場薬品費

 34 保険料 344  処理場建物共済保険

 35 公課費 101  処理場脱水車重量税

   ５ 総係費 83,947 81,775 2,172  

       １ 給料 20,642  一般職 ５人

       ２ 職員手当等 14,780  一般職 ５人、会計年度任用職員　２人

 ３ 賞与等引当金繰入額 4,635  ８年度６月支給の12月～３月分 賞与、法定福利費

 ４ 法定福利費 7,447  一般職 ５人、会計年度任用職員　２人

 ６ 旅費 135  研修等旅費

 ７ 報償費 756  納期前納報奨金

 ８ 報酬 3,898  会計年度任用職員　２人

款 項 目 比 較
節

説　　　明
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（単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 10 備消品費 995  徴収関係事務用品他

 11 燃料費 206  公用車燃料代

 13 印刷製本費 197  徴収事務用紙印刷代他

 14 通信運搬費 192  郵便料他

 16 委託料 16,850  経営戦略策定支援、公営企業会計経営支援業務他

 17 手数料 3,561  収納業務取扱手数料他

 18 賃借料 2,654  下水道会計システム他賃借料他

 19 修繕費 1,487  検定量水器取替他

 25 材料費 186  新設量水器購入

      27 研修費 99  研修参加費

  33 負担金 4,673  下水道協会、検針業務等負担金

 34 保険料 48  公用車共済・自賠責保険

 35 公課費 4  公用車重量税

 36 貸倒引当金繰入額 102  ８年度見込額

   39 補助金 400  下水道接続改造資金特別助成金

   ６ 減価償却費 658,422 737,990 △ 79,568  

   １ 有形固定資産減価償却費 642,980

   ２ 無形固定資産減価償却費 15,442

 ７ 資産減耗費 5,782 0 5,782

 １ 資産減耗費 5,782

  ２ 営業外費用  88,072 98,488 △ 10,416  

  　  １ 支払利息 86,635 97,457 △ 10,822  

      １ 企業債利息 86,635

   ２ 支払消費税及び 1,000 1,000 0  

      地方消費税    １ 支払消費税及び地方消費税 1,000

   ３ 雑支出 437 31 406  

     90 その他雑支出 437  基金利息を基金へ積立

  ３ 特別損失  210 9,822 △ 9,612  

   ３ 過年度損益修正損 210 210 0  

 １ 過年度損益修正損 210  過年度料金減免申請他

   90 その他特別損失 0 9,612 △ 9,612  

 １ その他特別損失 0

  ４ 予備費  3,710 4,300 △ 590

 １ 予備費 3,710 4,300 △ 590

 １ 予備費 3,710

款 項 目 比 較
節

説　　　明
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　収　入 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 資本的   407,081 352,687 54,394

　　収入  １ 企業債  98,800 22,800 76,000

   １ 建設改良企業債 98,800 22,800 76,000

  １ 建設改良企業債 98,800  財政融資資金等

 ２ 出資金  252,722 268,287 △ 15,565

   １ 出資金 252,722 268,287 △ 15,565

  １ 一般会計出資金 252,722

 ３ 負担金  7,021 22,506 △ 15,485

 １ 一般会計負担金 7,021 22,506 △ 15,485

 １ 一般会計負担金 7,021

 ５ 補助金  12,000 0 12,000

 １ 国庫補助金 12,000 0 12,000

 １ 国庫補助金 12,000  社会資本整備総合交付金

 10 基金取崩収入  36,538 39,094 △ 2,556

 １ 基金取崩収入 36,538 39,094 △ 2,556

 １ 基金取崩収入 36,538  事業基金、減債基金取崩収入

　支　出 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 資本的   761,533 749,741 11,792

　　支出  １ 建設改良費  142,286 84,400 57,886

 １ 管渠事業費 30,000 39,471 △ 9,471

 16 委託料 28,000  下水道統合事業実施設計業務

 32 工事請負費 2,000  管渠整備

  ２ ポンプ場事業費 12,086 14,310 △ 2,224

 32 工事請負費 12,086  マンホールポンプ設備更新

   ３ 処理場事業費 100,200 30,619 69,581

 32 工事請負費 100,200  処理場設備更新

  ２ 企業債償還金 619,247 665,341 △ 46,094

  １ 企業債償還金 619,247 665,341 △ 46,094

   １ 建設改良企業債償還金 611,167

   ２ その他企業債償還金 8,080

項 目

説　　　明款 項 目 比 較
節

説　　　明比 較
節

款

（ 資本的収入及び支出 ）
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